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大学の世界展開力強化事業  

～海外との戦略的高等教育連携支援～ 
 

ASEAN International Mobility for Students Programme 

(AIMS)との連携 
 

Re-Inventing Japan Project 
Support for Strategic Higher Education Cooperation with Overseas 

 

１. 事業の背景・目的 Background & Objectives 
 
 急速なグローバル化に伴い、我が国と世界各国との経済社会の一体化が進展し、環境など

を始めとした諸問題への取組が国境を越えて求められる中、教育・訓練制度や、知識・技術

の修得証明、企業における雇用や処遇などもより緊密に関連するとともに、将来的には各国

の社会システムが一層連携していくことが予想されています。こうした中、国内外の企業等

においても、自国、他国の出身にとらわれない、グローバルに活躍できる人材の登用、養成

が求められており、我が国の大学教育においても、こうした潮流に呼応して、魅力あるプロ

グラムを構築していくことが急務です。 

翻って、我が国の大学教育は、伝統的に国内向けの雇用市場に連動して行われてきており、

これまでは、世界における学生の流動性の高まりや教育の質保証、修得主義等の潮流を踏ま

えた取組が優先課題となっていない大学も多く存在したとの指摘があります（中央教育審議

会大学分科会大学グローバル化検討ワーキンググループ「東アジア地域を見据えたグローバ

ル人材育成の考え方～質の保証を伴った大学間交流推進の重要性～」（平成２２年６月））。

その一方で、すでに東アジア地域を舞台に、米国、欧州、豪州、さらには中国、韓国などの

有力大学により、質の高い教育が展開されつつあり、ＡＳＥＡＮにおいても２０１５年のＡＳ

ＥＡＮ経済共同体の設立期限が間近に迫る中、高等教育の質向上や大学間連携強化への取組、

域内での学生のモビリティ向上の動きが加速しています。 

こうした状況を踏まえ、外国人学生・日本人学生の垣根を越えた協働教育をはじめとする

高等教育の国際化の支援、海外大学との単位相互認定の拡大、日本人学生の海外経験を増や

すための取組を強化することが必要です。 

さらに、人口規模の大きさ、経済成長及びアジア太平洋地域の一角としての観点からＡＳ

ＥＡＮの戦略的重要性が高まっている中、日本とＡＳＥＡＮの戦略的パートナーシップ構築

やＡＳＥＡＮにおける我が国のプレゼンス向上を図る取組が求められています。また、２０

１３年は、「日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年」の節目にあたり、日ＡＳＥＡＮ間の学生交流

の促進が求められています。こうした背景において、双方の学生交流においても相互に財政

支援を行うことにより対等な連携への移行を図ります。 

平成２５年度予算においては、大学を対象に、海外との戦略的高等教育連携支援として、

ＳＥＡＭＥＯ※１-ＲＩＨＥＤ※２のＡＩＭＳプログラム※３に参加し、戦略的高等教育連携を行

う事業に対して財政支援を行います。 
 

※１）ＳＥＡＭＥＯ（Southeast Asian Ministers of Education Organization/東南アジア教育大臣機構） 

教育、科学技術、文化を通じ、ＡＳＥＡＮ諸国間の協力を目的として、１９６５年に設立された機構 

※２）ＲＩＨＥＤ（Regional Centre Higher Education And Development/高等教育開発地域センター） 

   「東南アジア教育大臣機構（ＳＥＡＭＥＯ）」に設置された高等教育に関する専門機関。加盟国（ＡＳＥ

ＡＮ加盟国及び東ティモール）における高等教育の研究・連携推進を担う 

※３）ＡＩＭＳ プログラム（※ASEAN International Mobility for Students Programme） 

ＳＥＡＭＥＯ加盟国を枠組みとする、ＡＳＥＡＮ統合に向けた政府主導の学部生向け学生交流プログラム
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ＳＥＡＭＥＯ-ＲＩＨＥＤのＡＩＭＳプログラム（概要） 

 

（１）趣旨 

ＳＥＡＭＥＯ加盟国を枠組みとする、ＡＳＥＡＮ統合に向けた政府主導の学部生向け学生

交流プログラムで平成２５年度より日本が参加。プログラム参加国政府は、ＡＩＭＳプログ

ラムに参加する高等教育機関を選定し、自国からの派遣学生に対して奨学金等の財政的援助

を行う。年２回開催するレビューミーティング※４において、プログラムの重要事項の審議や

各種調整を行っている。 

 

（２）プログラムの概要 

①参加国  ：マレーシア、インドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン、ブルネイ、日本

②学位レベル  ：学士課程 

③対象学問分野：①ホスピタリティ＆観光、②農業、③言語・文化、④国際ビジネス、 

⑤食料科学技術、⑥工学、⑦経済学 

④連携大学  ：ＡＩＭＳリスト掲載大学 

⑤学生規模    ：相互利益の原則に基づき、加盟国間で学生の派遣数と受入数のバランスを

とり学生交流を行う。 

⑥交流期間  ：原則１学期、最長２学期 

⑦単位  ：単位互換及び認定を伴う交流 

単位互換スキームはＵＭＡＰのＵＣＴＳ※５を推奨。 

なお、ＡＳＥＡＮのガイドラインによると学生の履修単位数は１８単

位を基準としている。 

⑧使用言語  ：英語 

⑨対象経費  ：（派遣国の負担）学生の渡航費、滞在費（宿舎費）、奨学金、引率教員の

旅費、ＡＩＭＳレビューミーティングへの参加旅費等 

             （受入国の負担）授業料免除と教員人件費、 

交流学生へのアドバイザーの配置 

⑩授業料  ：原則相互免除 

 
※４）レビューミーティングとは、ＡＩＭＳ参加国の教育省関係者、プログラム参加大学関係者等が参加

し、プログラム運営に係る参加国間の調整および提供される教育の質の向上を目的に定期的 

（年２回）に開催される会議。 

※５）ＵＣＴＳ（UMAP Credit Transfer Scheme）とは、ＵＭＡＰ(アジア太平洋大学交流機構）における

共通の単位互換制度。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Thailand 

7 大学 

Vietnam 

10 大学 

Malaysia

7 大学 

Indonesia 

12 大学  

Brunei 

1or2 大学 

Philippines 

30 大学 

ＡＳＥＡＮ域内の大学間

コンソーシアムにより学

生移動を促進 

Japan 

5 大学程度
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２.事業の概要 Project Overview 

 

（１）対象機関 Target Organizations 
我が国の国公私立大学（学校教育法第２条第２項に規定する国立学校、公立学校及び

私立学校（学校法人が設置する大学に限る。）） 

ただし、平成２３年度大学の世界展開力強化事業（タイプＡ-Ⅱキャンパス・アジア中

核拠点形成支援）及び平成２４年度大学の世界展開力強化事業～ＡＳＥＡＮ諸国等との大

学間交流形成支援～に採択された学部が構想に含まれる場合には、既存と新規の取組に

対して、重複しての経費の支出はできないことに留意して下さい。 

 

（２）対象事業 Target Projects 
国際的に活躍できるグローバル人材の育成と大学教育のグローバル展開力の強化を目

的に、高等教育の質の保証を図りながら、ＡＩＭＳ参加大学との連携により、日本人学

生の海外留学や外国人学生の積極的受入を伴う教育連携プログラムを開発・実施する事

業とします。なお、本事業に採択された大学は、ＡＩＭＳプログラムの日本側の正式な

参加大学として取り扱われます。 

 

（３）事業の申請者 Project Applicants 
事業の申請は、大学の設置者から文部科学大臣宛に行うこととします。また、国内の

大学が複数連携して実施する取組の場合には、主となる１つの大学が代表して申請する

こととします。 

 

（４）選定件数 Number of Programs to be Selected 
５件程度 

 

（５）申請件数 Number of Applications 
１大学が本事業に申請できる件数は、１件とします。 

なお、国内の大学が複数連携して実施する取組の場合には、代表して申請する大学の

みを申請件数として数えます。また、１つの学部が複数の構想の国内連携大学となるこ

とは出来ません。 

 

（６）実施期間 Period of Implementation 
最大５年間（国の財政事情等により５年間を必ず保証するものではありません。）。 

なお、毎年度フォローアップ活動（後述の「中間評価」実施年度は除く。）を、支援

開始から３年目は中間評価を、支援終了後（支援開始から６年目の平成３０年度）は事

後評価を実施します。フォローアップ活動及び中間評価の結果は、補助金の配分に勘案

されるとともに、事業目的、目標の達成が困難又は不可能と判断された場合、事業の中

止も含めた計画の見直しを行うことがあります。 

 

（７）補助金額上限 Upper Limits of Subsidy 
事業内容等を勘案の上、１件当たりの年間補助金額の上限は、年間６千万円とします。 

なお、構想の規模、実施年に応じ、充当する経費の規模は変動するとともに、各年度

の最終的な補助金額は本事業全体の予算額等に応じて調整します。 
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（８）対象とする構想 Target Plan 
本事業への申請対象となる交流プログラムに係る構想は、以下の内容を踏まえたもの

としてください。 

   当該大学の教育理念や中長期的なビジョンに基づいて明確な人材像を設定し、ＡＩＭ

Ｓプログラムに参加する大学との間で、単位の相互認定や成績管理等の質の保証を伴っ

た日本人学生の海外留学及び外国人学生の受入を促進できるような付加価値の高い魅力

的な交流プログラムとします。 

 

構想にあたっての具体的要件 

○ 学位レベル 学士課程 

○ 対象学問分野 ①ホスピタリティ＆観光、②農業、③言語・文化、 

   ④国際ビジネス、⑤食料科学技術、⑥工学、⑦経済学 
 

※留意事項 

 ＡＩＭＳプログラムは、２大学間の双方向交流プログラムに限定

しない、多国間の多角的プログラムであるため、派遣と受入が同

一分野の教育プログラムである必要がないことに留意。 
 

○ 連携大学 ＡＩＭＳリスト掲載大学 

○ 補助対象規模 １件当たり２５名の日本人学生 

   （受入は、各国の財政支援の状況により変動） 

   ただし、補助対象外での学生交流は妨げない。 

○ 交流期間 原則１学期。最長２学期。受入学生の奨学金は、派遣国が原則１学期

分用意するが、２学期分用意されない場合があり得ることに留意。。 

○ 単位  単位互換及び認定を伴う交流とすること。 

   単位互換スキームはＵＭＡＰのＵＣＴＳを推奨。なお、ＡＳＥＡＮの 

   ガイドラインによると学生の履修単位数は１８単位を基準とする。 

○ 使用言語 英語 

○ 対象経費 学生の渡航費、滞在費（宿舎費）、引率教員の旅費、ＡＩＭＳレビ

ューミーティングへの参加旅費等、教員人件費、交流学生へのアド

バイザーの配置 

 ※その他使用可能な経費については別添１参照 

※派遣学生の奨学金については、（独）日本学生支援機構（ＪＡＳ

ＳＯ）の留学生交流支援制度（短期派遣）より支給予定。 
 

※留意事項  

受入学生の支援経費は原則派遣国負担とするため対象経費外。 

なお、ＡＩＭＳプログラム参加国の予算配分は各国の裁量に委ね

られているため、場合によっては、学生の支援経費（渡航費、滞

在費、奨学金等）が派遣国から支給されないことに留意。 
 

○ 授業料  原則相互免除 
 

 

 

 

※ＡＩＭＳプログラムについては、「ＡＩＭＳプログラム運用ハンドブック」をご参照

下さい。 
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なお、申請にあたっては、上記の内容及び前提条件のほか、次に掲げる各事項に留意

して交流プログラムを計画することが求められます。 

○ 交流プログラムを実施するにあたり、単位や成績の認定、学位授与に至るプロセス 

が明確になっていること。 

○ 交流プログラムの確実な運営のため大学間において事前に詳細について合意してお 

くこと。 

○ 透明性、客観性の高い厳格な成績管理（コースワークを重視したカリキュラムの構 

成、ＧＰＡの導入や教員間の相互チェックなど）、学生が履修すべき上限及び下限単位

数の設定、明確なシラバスの活用等による学修課程と出口管理の厳格化に努め、単位

の実質化を重視していること。 

○ 受入プログラムについて、基礎・専門科目などの授業科目に加え、産学連携による

現場での就業体験（インターンシップ）、受入先の学生や地域住民との交流、文化・

芸術活動などの多様な体験を通じ、学生の視野や可能性を広げる付加価値の高いプログ

ラムとすること。 

○ 本事業の実施に伴う外国人学生の受入及び日本人学生の派遣の拡大に備え、大学に

おける環境整備を図ること。 

○ 本事業の達成目標について、一般国民に分かりやすい形で具体的な目標を設定して

いること。 

○ 目標の設定にあたっては、本プログラムにおいて養成しようとする人材像を明確に

設定するとともに、それを踏まえて、アウトプット及びアウトカムに関する具体的な

達成目標を設定していること。 

○ 資金計画が、経費や規模の面で合理的なものであること。 

○ 中央教育審議会大学分科会国際的な大学評価活動に関するワーキンググループ「国

際的な大学評価活動の展開状況や我が国の大学に関する情報の海外発信の観点から公

表が望まれる項目の例」（平成２２年６月）が掲げる、国際的な活動に特に重点を置

く大学において公表が望まれる項目について、大学のグローバル化に向けた戦略的な

国内外への教育情報の発信が行われていること。 

○ 構想の策定にあたり、その妥当性・実現性が高いものとなっていること。 

○ 本補助事業の支援期間終了後も継続的かつ発展的に質の保証を伴った交流プログラ

ムが実施されるものとなっていること。 

 

（取組の例） 

○ 受入プログラムについて、基礎・専門科目に加え、産学連携による現場での就業

体験（インターンシップ）や地域住民との交流、フィールドトリップ等多種多様

な異文化との接触機会など付加価値の高い魅力的なプログラム 

○ 成績評価の共通化による厳格な成績管理、ＦＤの共同実施など質保証の強化に焦

点を当てたプログラム 

○ 派遣学生を対象に実施される事前、事後研修によって、円滑な留学への橋渡しや

留学の成果定着を図るプログラム 

  

（９）構想の策定 Plan Making 

① 大学における構想（上記（８）の内容に対応する取組）を具体的に記載して申請して
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ください。その際の構想は、当該補助金による取組だけでなく、大学独自で実施する取

組も含めた、総合的かつ長期的な構想として策定してください。 

② 大学において構想の実現を担う者で、構想の実現に中心的役割を果たすとともに、そ

の実現に責任を持つ者として、「構想責任者」を選任してください。 

 なお、構想責任者は大学に所属する常勤の役員又は教員としてください。 

 

（10）費用 Costs 
① 採択された構想において示した取組事項のうち、当該補助金の充当が適当と考える事

項に対して、国際化拠点整備事業費補助金（大学の世界展開力強化事業）により、文部

科学省から経費措置を行うこととしています。また、派遣学生の奨学金については、（独）

日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の留学生交流支援制度（短期派遣）より支給する予定

としています。 

採択された構想の計画が、文部科学省が実施する国際化拠点整備事業費補助金、大学

改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金等、又は独立行政法人日本学術振興会が実

施する国際交流事業の補助金等による経費措置を受けているものと内容が重複する場

合、本事業として経費措置を受けることができなくなりますので、申請に際して、他の

経費措置を受けて行っている事業との区分・相違などを十分整理した上で、本事業に申

請する実施計画及び資金計画「計画における各経費の明細」を作成してください。 

② 本事業において使用できる経費の種類は、原則として別添１に示すものとします。 

③ 事業開始後２年経過後の平成２７年度に行われる中間評価の結果は、４年次（平成２

８年度）以降の補助金額の決定に反映され、大幅減額や打ち切りもあり得ます。 

 

３.選定方法等 Selection Methods, etc. 
 

（１）審査手順 

本補助金交付先の選定のための審査は、独立行政法人日本学術振興会を中心に運営さ

れる「大学の世界展開力強化事業プログラム委員会（以下「委員会」という。）」にお

いて行います。 

審査は、提出された申請資料による「書面審査」並びに「ヒアリング審査」の二段階

審査を行い、採択事業を決定します。具体的な審査方法等については、「大学の世界展

開力強化事業審査要項」を参照してください。 

なお、本年度の審査に係るヒアリング審査は、概ね１０月頃に行われる予定であり、

ヒアリング対象となった大学については、別途委員会よりその旨の連絡をいたします。

申請資料等の内容について責任をもって対応できる構想責任者や事業の実施担当者等に

おかれましては、ヒアリングに対応可能な状態にしておいてください。 

なお、選定結果の通知は１１月頃に行う予定です。 

 

（２）委員会による意見 

選定にあたっては、委員会等の審議を踏まえ、構想についての改善のための意見を付

すことがあります。 
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４.事業の実施 Implementation of the Project 
 

（１）選定された大学は、事業の実施にあたっては、「３．（２）」に記載する委員会によ

る構想についての改善のための意見を踏まえて、実施するようご留意ください。以下の

「６．（２）」に記載する事業の評価においては、この意見への対応状況についても評

価の対象となります。 

 

（２）選定された大学は、構想等の実施状況についての独自の評価を行うため、例えば外部

有識者から構成される委員会を設置し、運営についての助言を得るとともに、中間評価

年度、実施期間終了年度には当該委員会等を開催し、構想に定めた目標達成度合いを含

め実現状況につき適切な評価を行った上で、その結果を文部科学省に報告してください。 

 

（３）上記（２）の他、選定された大学は毎年度、構想等の進捗状況及び経費の使用実績に

関する報告書を作成し、文部科学省へ提出してください。なお、提出された書類におい

て、構想等の実施に不十分な部分が認められる場合には、文部科学省は構想責任者に対

し、改善を求めることとします。 

 

（４）本事業による成果については、国民・社会に対しての説明責任を果たす観点から、

事後評価を実施した年度に開催される一般国民を対象とした成果発表会において発表

することとします。 

 

５.提出書類等 Submission of application forms 
 

本事業への申請は、独立行政法人日本学術振興会への申請書類（提出書類一式及び電子

ファイル）の郵送による提出が必要です。申請期間は以下のとおりです。 

 

独立行政法人日本学術振興会への申請書類の提出期間（郵送のみ） 

平成２５年７月２６日（金）～７月３１日（水）必着 

 

（１）申請書類 

別紙「平成２５年度大学の世界展開力強化事業構想調書 作成・記入要領」に基づき、

本事業の背景等を十分に踏まえて、所定の様式で調書を作成し、大学の設置者から文部

科学大臣宛に申請してください。 

 

（２）申請期限・提出先 

申請書類の提出は、郵送による方法のみとし、平成２５年７月２６日（金）から７月

３１日（水）必着で、下記の提出先に提出してください。郵送にあたっては封筒に「大

学の世界展開力強化事業申請書類在中」と朱書きの上、配達が証明できる方法（配達記

録、小包、簡易書留、宅配便等）で余裕をもって発送し、上記提出期間内に必ず着くよ

うにしてください。 
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【提出先】〒102-0083 東京都千代田区麹町 5-3-1 麹町ビジネスセンター６階 

独立行政法人 日本学術振興会 人材育成事業部 大学連携課 

大学の世界展開力強化事業プログラム委員会事務局 

（電話：０３－３２６３－１７４０） 

 

（３）留意事項 

① 提出された調書等については、本公募要領に従っていない場合や不備がある場合も、

差し替えや訂正は原則として認めません。 

② 調書等に、審査における判断の根本に関わるような重大な誤りや虚偽の記載、記載漏

れ等があった場合、審査対象とされないこともあります。また、虚偽の記載等があった

場合、虚偽の記載等を行った構想責任者について、一定期間本事業への参画を制限しま

す。 

③ 提出された調書等は返還いたしませんので、各大学において控えを保管するようにし

てください。 

④ 委員会で選定されたものについては、別途、交付内定及び補助金交付申請手続に関す

る連絡をいたします。 

⑤ 申請書類は、申請者の利益の維持、「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律」その他の観点から、文部科学省及び独立行政法人日本学術振興会において審査等の

資料として使用しますが、その他の目的には使用せず、内容に関する秘密は厳守されま

す 。 詳 し く は 文 部 科 学 省 「 個 人 情 報 保 護 」 WEB サ イ ト

（http://www.mext.go.jp/b_menu/koukai/kojin.htm）をご覧ください。 

 

６．その他 Other 

 

（１）構想責任者等の留意事項 

採択がなされ補助金の交付を受けた場合、学長、構想責任者及び経理等事務を行う大

学の事務局は、以下のことに留意してください。 

 

① 補助事業の遂行及び管理 

本補助金の財源は国の予算であるため、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律」、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」等に基づいた適

切な管理を行わなければなりません。 

② 補助金の経理事務等 

本補助金の経理等事務を適切に行うため、大学の事務局が計画的に経費の管理を行う

ようにしてください。その際、本事業の経理については、他の経理と明確に区分し、そ

の収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に関する証拠書類を整

理し、並びにこれらの帳簿及び書類を当該取組が完了した年度の翌年度から５年間保存

することにも注意してください。 

なお、設備備品等を購入した場合は、それらが国から交付された補助金により購入さ

れたものであることを踏まえ、補助事業の期間内のみならず、補助事業の終了後におい

ても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運

用を図るようにしてください。 

③ その他法令等、国の定めるところにより、必要な責任を負うこととなります。         



 

9 

 

（２）事業の評価等 

毎年度ごとにフォローアップ活動（後述の「中間評価」実施年度は除く。）、支援開

始から３年目に中間評価、支援終了後（支援開始から６年目の平成３０年度）に事後評

価を実施し、フォローアップ活動及び中間評価の結果は、補助金の配分に勘案されると

ともに、事業目的、目標の達成が困難又は不可能と判断された場合、事業の中止も含め

た計画の見直しを行うことがあります。 

また、評価等については、委員会で定める評価方法、基準等に基づいて行われます。 

 

（３）公表等 

募集締切り後、申請大学名、構想の名称を公表する予定です。また、採択された構想

については、構想調書についても公表する予定です。 

事例集の作成、フォーラムの開催等を行うことを予定しておりますので、採択された

大学は、ご協力ください。その際、作成した事例集等に関する著作権は、文部科学省に

帰属するものとします。 

また、採択された大学においては、採択後１０年間、構想調書、毎年度の取組状況及

び成果等を各大学のウェブサイトで公表することとします。他の大学や学生を含め、広

く情報提供するとともに、国内大学のグローバル化を先導する大学として、大学情報の

国内外への積極的な発信のため大学団体等が連携して整備を進めている「大学ポートレ

ート（仮称）」を通じた情報発信に取り組み、高等教育の国際化の推進、外国人学生受

入・派遣の促進など積極的に取り組んでいただくこととします。 

 

７．問い合わせ先等 Contact 

 

【公募要領その他の問い合わせ先】 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室調整係 

                （大学の世界展開力強化事業担当） 

電 話：０３－５２５３－４１１１（内線３３５２） 

ＦＡＸ：０３－６７３４－３３８５ 

ＷＥＢサイト： 

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sekaitenkai/index.htm 

 

【構想調書及び審査・評価に関する問い合わせ先】 

〒102-0083 東京都千代田区麹町 5-3-1 麹町ビジネスセンター６階 

独立行政法人 日本学術振興会 人材育成事業部 大学連携課 

大学の世界展開力強化事業プログラム委員会事務局 

（電話：０３－３２６３－１７４０）  

ＷＥＢサイト：http://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/index.html 

（上記サイトから、提出調書の様式のダウンロードが可能です。） 
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（別添１）Attachment 1 

経費の使途可能範囲 

 

本事業の補助対象経費として支出が可能な経費は以下のとおりです。 

 

【物品費】 

①「設備備品費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な設備備品の購入、製造、又は据付等の経費に使

用できます。例えば、遠隔教育のための情報機器の購入及び据付に係る経費が挙げられ

ます。なお、設備備品、消耗品の区別については、補助事業者の規程等に基づき行って

ください。また、設備備品の購入等に際しては、本補助事業の遂行に真に必要な場合に

限るなど特に留意してください。 

②「消耗品費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な教育活動用又は事務用の消耗品の経費に使用

できます。例えば、ソフトウェア、図書・書籍（学生の教科書など学生が負担すべき費

用については、補助の対象とはなりません。）、事務用品等が挙げられます。 

 

【人件費・謝金】 

①「人件費」 

本補助事業を遂行するために直接従事することとなる者の人件費に使用することがで

きます。例えば、本補助事業において実施する英語による授業を担当するために採用し

た常勤教員の基本給・通勤手当等の諸手当・法定福利費（事業主負担分）、留学生又は

外国人教員とのコミュニケーション支援や留学生への就職支援等に必要な専任の事務

職員の基本給・通勤手当等の諸手当・法定福利費（事業主負担分）等が挙げられます。 

なお、人件費の算定に当たっては、補助事業者の給与規程等に従ってください。 

②「謝金」 

本補助事業を遂行するために直接必要な、専門的知識の提供、情報収集、資料整理等に

ついて協力を得た人に対する謝礼に要する経費に使用できます。例えば、留学生や日本

人学生のＴＡへの採用、留学生への学習支援のために配置する教育支援員、講演等のた

めに招聘した学識者に対する謝金等が挙げられます。 

なお、謝金の算定は、補助事業者の規程等に従ってください。 

 

【旅費】 

本補助事業を遂行するために直接必要な国内旅費、外国旅費、外国人招聘旅費等に使用

できます。 

なお、旅費の算定は、補助事業者の規程等に従ってください。 

 

【その他】 

①「外注費」 

本事業を遂行するために直接必要な外注※にかかる経費に使用できます。例えば、設

備・備品の操作・保守・修理（原則として当事業で購入した備品の法定点検、定期点検

及び日常のメンテナンスによる機能の維持管理、原状の回復等を行うことを含む）等の

業務請負、通訳・翻訳・校正（校閲）・アンケート調査等の業務請負が挙げられます。 

  ※）本費目は請負契約によるものに限ります。委任契約によるものは下記「委託費」と
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して計上してください。 

②「印刷製本費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な資料等の印刷、製本に要した経費に使用できま

す。例えば、会議資料、報告書、テキスト、パンフレット等の印刷製本に要した経費が

挙げられます。 

③「会議費」 

本事業を遂行するために直接必要な会議・シンポジウム・セミナー等の開催に要した経

費に使用できます。例えば、会場借料、国際会議の通訳料、会議・レセプションに伴う飲

食代（アルコール類は除く）などが挙げられます。 

④「通信運搬費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な物品の運搬、データの送受信等の通信・電話料

等の経費に使用できます。例えば、郵便、電話、データ通信、物品運搬等の通信、運搬に

要する経費が挙げられます。 

⑤「光熱水料」 

本補助事業を遂行するために直接必要な電気、ガス及び水道等の経費に使用できます。

なお、本補助事業に係る使用量が特定できる必要があります。 

⑥「その他（諸経費）」 

上記の各項目以外に、本補助事業を遂行するために直接必要な経費として、例えば、物

品等の借損及び使用にかかる経費、施設・設備使用料※３、広報費、振込手数料、データ・

権利等使用料（ソフトウェアのライセンス使用料等）、委託費※１、レンタカー代、交通費

（旅費規程により『旅費』に計上するものを除く）※２、３などに使用できます。 

※１）本補助事業を遂行する上で必要となる補完的な定型業務である場合、当該業務

を委託（委任契約によるものに限る。）することができます。なお、委託費は、

原則として補助対象経費の総額の５０パーセントを超えないでください。 

※２）交通費として、本補助事業を遂行する上で必要となる旅費に該当しない近距離の

交通費や乗車回数券等に使用できます。 

※３）学生支援のための経費として、交流プログラムの実施に伴う学生の受入・派遣に

係る航空券等やホテル代の交通費、宿舎借上のための施設・設備使用料に使用する

ことができます。これらの使用にあたっては、大学が契約主体として航空券や宿泊

施設等を手配し、これに係る経費を負担した場合に限ります。なお、学生に直接必

要な金銭等を給付することはできませんのでご留意ください。なお、これらの学生

支援のための経費については、原則として補助対象経費の総額の３０パーセントを

超えないでください。 

 

 

 

 

 


